
平
成
三
十
年
六
月
十
二
日

参
議
院
消
法
務
委
員
会

民
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
に
対
す
る
附
帯
決
議
（
抄
）

政
府
は
、
本
法
の
施
行
に
当
た
り
、
次
の
事
項
に
つ
い
て
格
別
な
配
慮
を
ず
べ
き
で
あ
る
。

一

成
年
年
齢
引
下
げ
に
伴
う
消
費
者
被
害
の
拡
大
を
防
止
す
る
た
め
の
法
整
備
と
し
て
、
早
急
に
以
下
の
事
項
に
つ
き
検
討
を
行
い
、
本
法
成
立

後
二
年
以
内
に
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。

１

知
識
・
経
験
・
判
断
力
の
不
足
な
ど
消
費
者
が
合
理
的
な
判
断
を
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
事
情
を
不
当
に
利
用
し
て
、
事
業
者
が
消
費
者
を

勧
誘
し
契
約
を
締
結
さ
せ
た
場
合
に
お
け
る
消
費
者
の
取
消
権
（
い
わ
ゆ
る
つ
け
込
み
型
不
当
勧
誘
取
消
権
）
を
創
設
す
る
こ
と
。

２

消
費
者
契
約
法
第
三
条
第
一
項
第
二
号
の
事
業
者
の
情
報
提
供
に
お
け
る
考
慮
要
素
に
つ
い
て
は
、
考
慮
要
素
と
提
供
す
べ
き
情
報
の
内
容

と
の
関
係
性
を
明
ら
か
に
し
た
上
で
、
年
齢
、
生
活
の
状
況
及
び
財
産
の
状
況
に
つ
い
て
も
要
素
と
す
る
こ
と
。
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